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―
―
内
閣
官
房
参
与
と
し
て
、
現
在
の
日
本
の
経
済
安
全
保

障
に
於
け
る
最
優
先
課
題
を
ど
の
様
に
お
考
え
で
す
か
。

細
川
　
現
在
、
日
本
が
置
か
れ
て
い
る
状
況
に
は
大
き
く
２

つ
の
課
題
が
有
り
ま
す
。
１
つ
は
、
特
定
国
に
よ
る「
経
済

的
威
圧
」へ
の
対
処
で
す
。
単
な
る
摩
擦
で
は
な
く
、
経
済

的
な
依
存
を
政
治
的
武
器
と
し
て
使
わ
れ
る
リ
ス
ク
が
有
り

ま
す
。
そ
の
リ
ス
ク
を
如
何
に
低
減
さ
せ
る
か
と
い
う
問
題

で
す
。
特
に
レ
ア
ア
ー
ス
等
の
特
定
国
依
存
が
安
全
保
障
上

の
ア
キ
レ
ス
腱
と
な
っ
て
い
る
現
実
は
、
一
刻
の
猶
予
も
無

い
リ
ス
ク
で
す
。
も
う
１
つ
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
下
の
米
国

の
動
向
で
す
。
ト
ラ
ン
プ
氏
は
自
国
の
経
済
安
保
を
最
優
先

に
据
え
、
同
盟
国
の
貢
献
度
を
重
要
な
指
標
に
す
る
と
明
言

し
て
い
ま
す
。
日
米
間
で
如
何
に
実
利
的
な
協
力
関
係
を
築

け
る
か
は
、
日
本
の
安
全
保
障
と
経
済
の
両
面
に
直
結
す
る

問
題
で
す
。
対
中
、
対
米
、
ど
ち
ら
に
於
い
て
も「
経
済
安

全
保
障
」が
キ
ー
ワ
ー
ド
に
な
り
ま
す
。

―
―
北
朝
鮮
、
中
国
、
ロ
シ
ア
と
い
っ
た
核
保
有
国
に
囲
ま

れ
た
地
政
学
的
リ
ス
ク
の
経
済
的
影
響
に
つ
い
て
は
。

細
川
　
日
本
は
価
値
観
の
異
な
る
３
つ
の
核
保
有
国
に
囲
ま

れ
る
と
い
う
、
世
界
で
も
稀
に
見
る
過
酷
な
環
境
に
在
り
、

日
本
の
資
源
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
対
外
依
存
そ
の
も
の
が
、
直

接
的
な「
経
済
的
脆
弱
性
」を
意
味
し
ま
す
。
も
し
供
給
網
が

意
図
的
に
遮
断
さ
れ
る
様
な
事
が
あ
れ
ば
、
軍
事
攻
撃
以
上

の
打
撃
を
国
民
生
活
に
与
え
ま
す
。
こ
の
事
は
、
地
政
学
的

リ
ス
ク
を
伴
う「
国
家
存
亡
」の
危
機
と
し
て
見
る
べ
き
で

す
。
こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、
欧
州
と
異
な
り
、
日

本
は
日
米
安
保
を
基
軸
と
し
た
向
き
合
い
方
が
必
要
で
す
。

過
去
の
教
訓
に
学
び
供
給
網
を
死
守
す
る「
仕
組
み
」を

―
―
安
全
保
障
環
境
の
激
変
は
、従
来
の「
効
率
重
視
」の
経

「
国
益
」と
い
う
軸
を
官
民
で
共
有
せ
よ

日
本
の
唯一無
二
を
世
界
に
示
す
努
力
を
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混迷を極める世界情勢。長年、日本が享受
してきた「自由貿易」と「効率」の恩恵は、地
政学的リスクの顕在化によって脆くも崩れ
去ろうとしている。特に、国民の生命に直
結する重要物資のサプライチェーンの脆弱
性は、国家の存立を脅かす「静かなる有事」
とも言える状況だ。経済産業省での長年の
実務経験を経て、現在は内閣官房参与とし
て日本の戦略設計を担う細川昌彦氏は、供
給網を強化する「自律性」と日本を唯一無二
の存在にする「不可欠性」の両立を訴える。
大国の単なる追随者ではなく、自ら秩序を
作る「ルール・メーカー」への転換こそが鍵
と喝破する氏に、日本が直面する脅威の本
質と今後進むべき航路を聞いた。


